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平成17年 4月期  個別中間財務諸表の概要 
平成16年 12月 24日 

 
上場会社名  株式会社サンオータス         上場取引所     ＪＡＳＤＡＱ 
コード番号  7623                 本社所在都道府県  神奈川県 
（ＵＲＬ http://www.sunautas.co.jp） 
代  表  者 役  職  名 代表取締役社長 

氏    名 北野 俊 
問い合わせ先  責任者役職名 取締役管理本部長 
        氏    名 古川 晴男       ＴＥＬ（045）473－1211     
決算取締役会開催日  平成 16年 12 月 24 日       中間配当制度の有無  有 
中間配当支払開始日  平成 - 年 - 月  - 日       単元株制度採用の有無 有（１単元1000 株） 
１． 16年 10月中間期の業績（平成16年 5月 1日～平成16年 10月 31日） 
(1) 経営成績                            （百万円未満切捨て表示） 
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 
 16 年 10 月中間期 
15年 10月中間期 

百万円   ％ 
8,928（  2.1） 
8,748（△5.0） 

百万円   ％ 
207（ 136.0） 
88（△52.7） 

百万円   ％ 
254（ 137.7） 
107（△46.0） 

16 年 4月期 17,160 260 343 
 
 

中 間 (当 期) 純 利 益 
1株当たり中間 
(当期)純利益 

 
 16 年 10 月中間期 
15 年 10月中間期 

百万円   ％ 
133（ 214.8） 
42（△50.0） 

円  銭 
41  70  
13  21  

16 年 4月期 127 39  84  

(注) 1．期中平均株式数16年 10月中間期3,199,096 株 15年 10月中間期3,209,182 株 16年 4月期 3,206,880 株 
2．会計処理の方法の変更   無  
3．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2) 配当状況 

 
1株当たり 
中間配当金 

1株当たり 
年間配当金 

 
 

 
 16 年 10 月中間期 
 15 年 10月中間期 

円 銭 
0.00 
0.00 

円 銭 
―――― 
―――― 

 
 
 

  16 年 4月期 ――――     15 00   

 
(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 
 

 16 年 10 月中間期 
 15 年 10月中間期 

百万円 
8,727 
8,205 

百万円 
3,273 
3,093 

％ 
37.5 
37.7 

円  銭 
1,023  63  
964  90  

  16 年 4月期 8,424 3,171 37.6 990  72  
(注) 1．期末発行済株式数16年 10月中間期3,197,827 株 15年 10月中間期3,206,487 株 16年 4月期 3,200,787 株 

2. 期末自己株式数 16年 10月中間期32,673 株 15 年 10月中間期24,013 株 16 年 4月期 29,713 株 
 
２．17年 4月期の業績予想（平成16年 5月 1日～平成17年 4月 30日） 

1株当たり年間配当金 
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

期 末  
 

通  期 
百万円 

18,000 
百万円 

370 
百万円 

180 
円 銭 

 15 00  
円 銭 

 15 00  

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）  56 円 29 銭 
※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 
実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
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６ 個別中間財務諸表等 

(1) 中間貸借対照表 
 

  前中間会計期間末 

(平成15年10月31日) 

当中間会計期間末 

(平成16年10月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成16年４月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 構成比 
(％) 金額(千円) 構成比 

(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  261,290   434,667   557,282   

２ 受取手形  65,067   75,892   66,709   

３ 売掛金  768,147   870,208   742,371   

４ たな卸資産  465,383   413,145   467,992   

５ その他  593,091   230,664   206,167   

  貸倒引当金  △15,765   △314   △10,906   

流動資産合計   2,137,214 26.0  2,024,264 23.2  2,029,616 24.1 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１          

(1) 建物 ※２ 1,274,096   1,147,000   1,263,313   

(2) 土地 ※２ 3,270,718   3,396,918   3,270,718   

(3) その他  489,059   624,447   575,942   

計   5,033,874   5,168,367   5,109,974  

２ 無形固定資産   19,989   40,272   19,132  

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※２ ―   440,769   55,808   

(2) 差入保証金  537,356   ―   506,182   

(3) その他 ※２ 486,422   1,066,805   719,351   

  貸倒引当金  △9,597   △13,107   △15,798   

計   1,014,181   1,494,467   1,265,543  

固定資産合計   6,068,045 74.0  6,703,106 76.8  6,394,650 75.9 

資産合計   8,205,260 100.0  8,727,371 100.0  8,424,267 100.0 
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  前中間会計期間末 

(平成15年10月31日) 

当中間会計期間末 

(平成16年10月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成16年４月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比 

(％) 金額(千円) 構成比 
(％) 金額(千円) 構成比 

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形  107,258   101,038   100,304   

２ 買掛金  1,142,043   1,221,328   1,092,709   

３ 短期借入金 ※２ 1,384,000   1,264,000   1,260,000   

４ 一年以内返済予定 
  長期借入金 ※２ 192,858   199,559   194,020   

５ 未払法人税等  31,711   106,407   11,867   

６ 賞与引当金  65,000   70,000   68,000   

７ その他 ※４ 345,133   462,325   585,990   

流動負債合計   3,268,005 39.8  3,424,659 39.2  3,312,891 39.4 

Ⅱ 固定負債           

１ 社債  600,000   600,000   600,000   

２ 長期借入金 ※２ 660,770   759,140   737,240   

３ 退職給付引当金  118,693   118,831   116,269   

４ 役員退職慰労引当金  258,063   261,631   258,497   

５ その他  205,802   289,718   228,282   

固定負債合計   1,843,330 22.5  2,029,321 23.3  1,940,289 23.0 

負債合計   5,111,336 62.3  5,453,981 62.5  5,253,180 62.4 

(資本の部)           

Ⅰ 資本金   411,250 5.0  411,250 4.7  411,250 4.9 

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金  462,500   462,500   462,500   

資本剰余金合計   462,500 5.6  462,500 5.3  462,500 5.5 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金  30,692   30,692   30,692   

２ 任意積立金  2,040,040   2,130,040   2,040,040   

３ 中間(当期)未処分 
  利益  138,821   219,614   224,208   

利益剰余金合計   2,209,554 26.9  2,380,347 27.3  2,294,941 27.2 

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金   21,542 0.3  34,977 0.4  16,415 0.2 

Ⅴ 自己株式   △10,922 △0.1  △15,683 △0.2  △14,020 △0.2 

資本合計   3,093,924 37.7  3,273,390 37.5  3,171,087 37.6 

負債・資本合計   8,205,260 100.0  8,727,371 100.0  8,424,267 100.0 
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(2) 中間損益計算書 
 

  
前中間会計期間 

(自 平成15年５月１日 
至 平成15年10月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比 

(％) 金額(千円) 百分比 
(％) 金額(千円) 百分比 

(％) 

Ⅰ 売上高   8,748,381 100.0  8,928,500 100.0  17,160,607 100.0 

Ⅱ 売上原価   7,091,381 81.1  7,187,072 80.5  13,828,730 80.6 

売上総利益   1,657,000 18.9  1,741,427 19.5  3,331,876 19.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   1,568,873 17.9  1,533,491 17.2  3,071,279 17.9 

営業利益   88,127 1.0  207,935 2.3  260,596 1.5 

Ⅳ 営業外収益 ※１  39,216 0.4  66,636 0.7  123,225 0.7 

Ⅴ 営業外費用 ※２  20,081 0.2  19,647 0.2  40,266 0.2 

経常利益   107,261 1.2  254,924 2.8  343,555 2.0 

Ⅵ 特別利益   6,768 0.1  13,283 0.1  6,161 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※３  43,386 0.5  31,214 0.3  127,455 0.7 

税引前中間(当期) 
純利益   70,643 0.8  236,992 2.6  222,261 1.3 

法人税、住民税 
及び事業税  31,748   100,094   94,358   

法人税等調整額  △3,488 28,259 0.3 3,481 103,575 1.1 131 94,490 0.6 

中間(当期)純利益   42,383 0.5  133,417 1.5  127,770 0.7 

前期繰越利益   96,438   86,197   96,438  

中間(当期)未処分 
利益   138,821   219,614   224,208  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成15年５月１日 
至 平成15年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日) 

１ 資産の評価基準
及び評価方法 

(1) 有価証券 
子会社株式及び関連会
社株式 
移動平均法による原
価法 

(1) 有価証券 
子会社株式及び関連会
社株式 

同左 

(1) 有価証券 
子会社株式及び関連会
社株式 

同左 

   その他有価証券 
時価のあるもの 
 中間決算日の市場
価格等に基づく時価
法(評価差額は全部資
本直入法により処理
し、売却原価は移動平
均法により算定) 

  その他有価証券 
時価のあるもの 

同左 

  その他有価証券 
時価のあるもの 
 期末日の市場価格
等に基づく時価法(評
価差額は全部資本直
入法により処理し、売
却原価は移動平均法
により算定) 

 時価のないもの 
 移動平均法による
原価法 

時価のないもの 
同左 

時価のないもの 
同左 

 (2) たな卸資産 
  商品 
  ①石油商品 

先入先出法による原
価法 

  ②新車・中古車 
個別法による原価法 
③カー用品・その他の用
品 
総平均法による原価
法 

  貯蔵品 
 最終仕入原価法によ
る原価法 

(2) たな卸資産 
同左 

(2) たな卸資産 
同左 

２ 固定資産の減価
償却の方法 

(1) 有形固定資産 
 建物(建物付属設備を除
く)及び車両運搬具のうち
レンタル車両については
定額法とし、それ以外につ
いては定率法によってお
ります。 
 なお、取得価額が10万円
以上20万円未満の減価償
却資産については、３年間
で均等償却をしておりま
す。 
 主な耐用年数は以下の
とおりであります。 
建物 ２年～50年  
車両運搬具 ２年～６年 
 

(1) 有形固定資産 
同左 

(1) 有形固定資産 
同左 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成15年５月１日 
至 平成15年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日) 

 (2) 無形固定資産 
 定額法を採用しており
ます。 
 なお、自社利用ソフトウ
ェアについては、社内にお
ける利用可能期間(５年)
に基づいております。 

(2) 無形固定資産 
同左 

(2) 無形固定資産 
同左 

３ 引当金の計上基
準 

(1) 貸倒引当金 
 債権の貸倒れによる損
失に備えるため一般債権
については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上してお
ります。 

(1) 貸倒引当金 
同左 

(1) 貸倒引当金 
同左 

 (2) 賞与引当金 
 従業員の賞与の支給に
備えるため、賞与支給見込
額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 
同左 

(2) 賞与引当金 
同左 

 (3) 退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備
えるため、退職一時金につ
いて、当中間会計期間末に
おける退職給付債務に基
づき、当中間会計期間末に
おいて発生していると認
められる額を計上してお
ります。 

(3) 退職給付引当金 
同左 

(3) 退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備
えるため、退職一時金につ
いて、当事業年度末におけ
る退職給付債務に基づき、
当事業年度末において発
生していると認められる
額を計上しております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金の支
出に備えて、内規に基づく
当中間会計期間末要支給
額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 
同左 

(4) 役員退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金の支
出に備えて、内規に基づく
期末要支給額を計上して
おります。 

４ リース取引の処
理方法 

 リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常の
賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっており
ます。 

同左 同左 

    
５ その他中間財務

諸表(財務諸表)
作成のための基
本となる重要な
事項 

消費税等の会計処理 
 消費税及び地方消費税の
会計処理は、税抜方式によっ
ております。 

消費税等の会計処理 
同左 

消費税等の会計処理 
同左 
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表示方法の変更 

 
前中間会計期間 

(自 平成15年５月１日 
至 平成15年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

――――― （中間貸借対照表） 
 前中間会計期間において投資その他の資産の「その他」
に含めて表示しておりました「投資有価証券」（前中間会
計期間115,690千円）については、資産総額の100分の５超
となったため、当中間会計期間より区分掲記しておりま
す。 
 前中間会計期間まで区分掲記していた「差入保証金」（当
中間会計期間399,845千円）は、当中間会計期間末におい
て資産総額の100分の５以下となったため、投資その他の
資産の「その他」に含めております。 
 

 
追加情報 

 
前中間会計期間 

(自 平成15年５月１日 
至 平成15年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日) 

――――― （法人事業税における外形標準課税
部分の損益計算書上の表示方法） 
 実務対応報告第12号「法人事業税に
おける外形標準課税部分の損益計算
書上の表示についての実務上の取扱
い」（企業会計基準委員会 平成16年2
月13日）が公表されたことに伴い、当
中間会計期間から同実務対応報告に
基づき、法人事業税の付加価値割及び
資本割を販売費及び一般管理費とし
て計上しております。 
なお、これに伴う影響額は、軽微で

あります。 
 

――――― 
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注記事項 
(中間貸借対照表関係) 

 
前中間会計期間末 
(平成15年10月31日) 

当中間会計期間末 
(平成16年10月31日) 

前事業年度末 
(平成16年４月30日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 
 2,083,234千円

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 
 2,029,601千円 

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 
 2,192,734千円 

 
※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとお
りであります。 

 (イ)担保に供している資産 
建物 965,982千円
土地 3,270,718千円
投資有価 
証券 8,145千円

 計 4,244,845千円
 

※２ 担保に供している資産及びこ
れに対応する債務は次のとお
りであります。 

 (イ)担保に供している資産 
建物 903,341千円 
土地 3,270,718千円 
投資有価 
証券 10,095千円 

 計 4,184,154千円 
 

※２ 担保に供している資産及びこ
れに対応する債務は次のとお
りであります。 

 (イ)担保に供している資産 
建物 951,887千円 
土地 3,270,718千円 
投資有価 
証券 9,120千円 

 計 4,231,726千円 
 

 (ロ)上記に対応する債務 
短期 
借入金 1,334,000千円

一年以内 
返済予定 
長期借入
金 

192,858千円

長期 
借入金 660,770千円

 計 2,187,629千円
 

 (ロ)上記に対応する債務 
短期 
借入金 1,214,000千円 

一年以内 
返済予定 
長期借入
金 

115,799千円 

長期 
借入金 411,010千円 

 計 1,740,809千円 
 

 (ロ)上記に対応する債務 
短期 
借入金 1,210,000千円 

一年以内 
返済予定 
長期借入
金 

168,340千円 

長期 
借入金 582,920千円 

 計 1,961,260千円 
 

 ３ 偶発債務 
次の関係会社について、金融

機関からの借入に対し債務保証
を行っております。 

保証先 金額 
(千円) 内容 

㈱ブリティッ
シュオート 395,745 借入 

債務 
㈱モトーレン
東洋 450,000 借入 

債務 
 

 ３ 偶発債務 
次の関係会社について、金融

機関からの借入に対し債務保証
を行っております。 

保証先 金額 
(千円) 内容 

㈱ブリティッ
シュオート 452,140 借入 

債務 
㈱モトーレン
東洋 786,626 借入 

債務 
    

 ３ 偶発債務 
次の関係会社について、金融

機関からの借入に対し債務保証
を行っております。 

保証先 金額 
(千円) 内容 

㈱ブリティッ
シュオート 447,415 借入 

債務 
㈱モトーレン
東洋 529,036 借入 

債務 
  

※４ 消費税等の取扱い 
仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動負債の「そ
の他」に含めて表示しておりま
す。 

※４ 消費税等の取扱い 
同左 

※４   ――――― 
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(中間損益計算書関係) 
 

前中間会計期間 
(自 平成15年５月１日 
至 平成15年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 
受取利息 2,676千円
受取手数料 20,346千円
受取配当金 9,587千円

 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 
受取利息 2,706千円 
受取手数料 33,575千円 
受取配当金 9,718千円 

 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 
受取利息 5,508千円 
受取手数料 45,476千円 
受取配当金 9,698千円 
投資有価証券
売却益 46,174千円 

 
※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 14,892千円
 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 
支払利息 14,045千円 

 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 
支払利息 29,123千円 

 
※３ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産 
除却損 43,386千円

 

※３ 特別損失のうち主要なもの 
    ――  

 

※３ 特別損失のうち主要なもの 
固定資産 
除却損 47,455千円 

カー用品事業
撤退損 73,162千円 

 
 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 126,389千円
無形固定資産 308千円

 

 ４ 減価償却実施額 
有形固定資産 149,949千円 
無形固定資産 468千円 

 

 ４ 減価償却実施額 
有形固定資産 268,337千円 
無形固定資産 571千円 
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(リース取引関係) 
 

前中間会計期間 
(自 平成15年５月１日 
至 平成15年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日) 

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中
間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中
間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期
末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(千円) 

(有形固 
定資産)    

その他 166,960 91,994 74,965 

合計 166,960 91,994 74,965 
 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(千円) 

(有形固 
定資産)    

その他 213,428 108,274 105,154 

合計 213,428 108,274 105,154 
 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

(有形固 
定資産)    

その他 145,549 85,107 60,442 

合計 145,549 85,107 60,442 
 

(2) 未経過リース料中間期末残高
相当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高
相当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当
額 

１年内 31,279千円 
１年超 54,765千円 
 合計 86,045千円 

 

１年内 38,354千円 
１年超 78,061千円 
 合計 116,415千円 

 

１年内 27,288千円 
１年超 42,321千円 
 合計 69,610千円 

 
(3) 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

支払リース料 18,154千円 
減価償却費 
相当額 16,104千円 

支払利息 
相当額 2,118千円 

 

支払リース料 22,084千円 
減価償却費 
相当額 19,865千円 

支払利息 
相当額 2,188千円 

 

支払リース料 35,357千円 
減価償却費 
相当額 31,338千円 

支払利息 
相当額 3,883千円 

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によっ
ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

(5) 利息相当額の算定方法 
   リース料総額とリース物件の
取得価額相当額の差額を利息相
当額とし、各期への配分方法につ
いては、級数法によっておりま
す。 

(5) 利息相当額の算定方法 
同左 

(5) 利息相当額の算定方法 
同左 
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(有価証券関係) 
(前中間会計期間末) (平成15年10月31日現在) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

(当中間会計期間末) (平成16年10月31日現在) 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

 

(前事業年度末) (平成16年４月30日現在) 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 
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(１株当たり情報) 
 

前中間会計期間 
(自 平成15年５月１日 
至 平成15年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日) 

１株当たり純資産額 964.90円 
 

１株当たり純資産額 1,023.63円 
 

１株当たり純資産額 990.72円 
 

１株当たり中間純利益 13.21円 
 

１株当たり中間純利益 41.70円 
 

１株当たり当期純利益 39.84円 
 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益金額については、潜在株式が
存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益金額については、潜在株式が
存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額については、潜在株式が
存在しないため記載しておりません。 

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

(自 平成15年５月１日 
至 平成15年10月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年５月１日 
至 平成16年10月31日) 

前事業年度 
(自 平成15年５月１日 
至 平成16年４月30日) 

中間(当期)純利益(千円) 42,383 133,417 127,770 

普通株主に帰属しない金額 
(千円) ― ― ― 

普通株式に係る中間(当期) 
純利益(千円) 42,383 133,417 127,770 

期中平均株式数(千株) 3,209 3,199 3,206 
 

    
    
    
 
(重要な後発事象) 

       該当事項はありません。 
 
 

（その他）  
該当事項はありません。 

 
 

 


